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研究ノート
ケインズ「使用費用」考
堀＇江義
1. はじめに
最近，ケインズの使用費用に関していくつかの日本語解説文献に当ってみる機会をえ
た。いずれもこの概念の重要性を強調している点では共通しているものの，使用費用の概
念そのものに関しては理解の仕方は必ずしも一致していないようである。
周知のようにケインズは， "capital equipment"の中に生産財， 半製品，製品など企
業の資産のうちで物的なものをすべて含めている。思うに，このことがこの概念をわかり
にくくしている 1つの要因であろう。そこで，資産の種類ごとに使用費用を規定してみる
という方法が考えられる。本論はそれを試みたものである。
2. 企業の所得
いま， ある企業がある期間の期首に資産 Eを所有しているとし， その価値を GE0と
する。 Eは，原料，固定設備，製品からなるものとする。この Eが他の生産要素ととも
に生産活動に投入された結果として Xの価値が生産されたとする。
他の生産要素に支払われた費用（「要素費用」）をFとすれば， 当該期間におけるこの
企業の所得 Yは， Y=X-Fである。 Yはまた， 当該期間中に資産 Eが生み出した価
値とも言える。
他方で Eは期間中に減価を蒙る。 Eの期末価値を GEとすれば， G炒ー GEが減価
の大きさを表わし，この分を企業は費用負担しなければならない。その結果，企業の純所
得 P は
Y"=X-F+GE-G炒
となるだろう。
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3. 企業の所得（つづき）
ところで，企業は同じ期間に他企業から製品を購入し，同じ期間にそれをも生産に投入
するだろう。そうなると，前節の YNは期首資産 Eの生み出した純価値とは確定できな
くなる。
この企業が当期中に他企業から購入する製品の額を G10とし， これが期末には G1に
減価したとしよう。こんどは，企業の純所得は
Y"=X-F+GE -G厨+G1-G1゜ (3.1) 
として求められよう。 YNは，期首資産 Eと期中購入財 Iとが生み出した価値の和であ
る。
ここで
G=G正 Gr,G0=G炒+Gr゜ (3. 2) 
とおいて， (3.1)を次式に変えておく。
P'=X-F+G-G0 (3. 3) 
4. 補足的費用
資産は，たとえそれが生産に使用されなくても，時間の経過とともに減価する。さらに
予想しえない災害や資産価格の変化も生じうるが，この点は無視するとして，時間の経過
に伴う減価を算定することにしよう。
一般に，資産の減価を少なくするためには改良・修繕費 Bが支出される。とすれば，
生産に使用されない場合の Eの期末価値を GE'とすれば， GE'は Bの関数と見なさ
れる。すると企業にとっては (G炒+B-GE'(B))を最小にするような Bが最適値とな
る。いまこの Bを B=BE'とすれば
V戸 G炒+BE'-GE'(BE') (4.1) 
が期首価値 Eに関する補足的喪用である1)。
同様の考え方は期中購入資産 Iについても適用できるから， (4.1)に依って
Vr=Gr°+B/-G/(Br') (4.2) 
をIに関する補足的費用とする。したがって当期におけるこの企業の補足的費用 Vは
V=乃+Vr=G0+B'-G'; G'=GE'+Gr', B'=BE'+Bケ (4.3)
1) dGE'/dB>O, がGE'ldBz<oとする。また GE'(BE')-BE'>GE'(O)とする。
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である。
5. 使用費用
企業に保有されている資産は生産活動に投入されることによって減価を蒙る。その減価
額を使用費用と定義する。ところでその値 Uは如何にして求められるか。
Eおよび Iは，もしそれらが生産に使用されないときは期末価値はそれぞれ GE',G/ 
となる。実際の期末価値がそれぞれ GE,G1であるから，それらの差
UR=GR'-GR (R=E, l) (5.1) 
は使用による Rの減価と見なければならず，したがって当期のこの企業の使用費用Uは
U=UE+U1=G'-G (5. 2) 
として定式化されよう。この式はケインズのそれ（〔1〕p. 53)とは異る。
6. 修繕費と改良費
我々は，第3節において期間中の資産の減価を G0-:-Gとした。これに従えば，修繕・
改良費としての B'は厳密には「修繕費」と見なければならない。団なぜなら，「改良費」
としての B'は資本的支出として処理され，その分だけ資産の価値を高めるから期間中の
資産の減価は G0+B'-Gでなければならない。
かくて，以下においては B'を修繕費と見なす。対応して，改良費としての支出は Gi°
の中に含まれていると考えればよい。 このように考えると前述の Vには資本的支出と収
益的支出との両方が含まれているので，これらを区別するために
W=V-B'(6.1) 
を「資本的補足費用」と名づけることにしよう。これによって (4.3), (5. 2)から
U+W=G0—G 
が成立する。
7. ケインズの使用費用
(6.2) 
我々の使用費用は，その概念規定においてはケインズのそれと変るものではない。しか
るにケインズは使用費用を定式化するに当り補足的費用を媒介にしている（〔1〕p. 53) 
点で我々の（5.2)とは手続きが異る。
そこで両者の違いを意識しながらケインズの使用費用 U*を再定式化してみよう。
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まず， U*は Uを用いれば
U*=U-B'(7.1) 
として求められる。定義によって Uには収益的支出は含められていないが， U*は収益
的支出の影響をうける。また， X=Oのときは必然的に G'=Gであるから，このとき，
U=Oであるが U*=B客0である。つまりケインズにおいては， 生産がゼロのときでも
U*=Oになるとはかぎらない。使用費用の概念規定から考えて， これは妙なことではな
いか。
次に，期中購入財については！修繕費は支出されず (Br'=O),また生産に使用されない
かぎり減価しない (Gr'=Gr0)と仮定しよう。このとき U=GE'+Gr0-G,U*=U-BE' 
となるから
U*= (GE'-BE')-(G-G1°) (7.2) 
が蒋かれる。これがケインズによって定式化された使用費用に他ならない。
つまりケインズにおいては B/=O,V1=G1°-G1(=W1)=0が暗黙のうちに仮定され
ているわけであるが，現実には資産の種類や期間のとり方によって事情が異るだろう。た
とえば，当期に購入された機械が次期から稼動させられるものとしても，当期に償却費が
割り当てられることはめずらしいことではあるまい。 この場合には V1>0と見なければ
ならない。 (5.2)は V1=0を前提にしていないという意味で，より一般的である。
ケインズに関してもう 1つつけ加えよう。彼は使用費用を求めるに当って生産額と販売
額とを等しいものとして取り扱っているようである（〔1〕p. 23, p. 53)。この場合には，
使用費用を考える際にある面で簡賂化されて比較的容易に数式化できる。しかし我々の目
的は生産額と販売額とが異るような，したがってより現実に近い状況の下で使用費用を考
えることにある。
8. 製品に関する使用費用
これまでのところ我々は，企業の保有する贄産を一括して取り扱ってきた。しかるに我
々の資産は原糀固定設備，当該企業自身の製品などから成るものであった。そこで，こ
れら各種資産を順に],K, Qで表わすことにすれば，財ーS(S=J, K, Q)に関する使
用費用応を考えることができるだろう。
これは (5.2)に従って
Us= UEs+ UIS=今'-Gs;Gs'=GEs'+G1s', Gs=GEs+G1s (8.1) 
と表わすことができる。その他，必要に応じて添字 Sをつけることによって財ーSに関
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するものを指示することにする。 ・
149 
この約束によって， 当該企業の期首および期末の製品在庫高はそれぞれ GEQ0,GQと
表わせる。また．自企業の製品をあえて他企業から購入するとは考えられないので，その
限りでは GrQ=Oとすべきだろう。しかし他方でこの企業は生産し，かつ販売している。
当期販売額を A とすれば， X-Aの額だけ資産としての製品は増加するはずである。こ
の点を考慮して，
G10°=X-A 
とする。これを (4.3)に代入して
V0=GEo+X-A+B0'-GQ' 
がえられる。
(8.2) 
(8.3) 
他方で (5,2)より Uo=Go'-Goには違いないが，しかし使用費用とは生産に投入さ
れることによる資産価値の減少である以上，生産に投入されないはずの製品に関しては，
Uo=Oでなければならない。したがって Go=Go(としてよい。
ここで後の便宜上
Zs= Us+ Vs (S=J, K, Q) 
とおけば， (8.3)とGQ=GQ'により
Z炉 GEQ゜―GQ+BQ'+X-A
である。
(8.4) 
(8.5) 
なお，念のために記せば GQ=GQ'は GEQ=GEQ1および G1Q=G1Q' となることを
意味しない。たとえば，先入先出法によって製品が販売されるとして， A>GEQ'の場合
は GEQ=Oとなるが， その時は G1Q>G1Q'となり，結果として GQ=GQ'が保たれる
ということである。
9. 当期製品製造原価
前節までの分析は，使用費用の概念規定に関わる事柄に限定されていた。次に，使用費
用と損益計算書との関連を考察することにしよう。
当期製品製造原価 Cは， 原材料費 C1,労務費 Fおよび経費 Hから成るが，ここで
は労務費以外の要素費用は無視されている。すなわち
C=C1+F+H (9.1) 
原材料費に関して企業会計学の数えるところでは C1=G0E1+G1J°―G1=GJ°-G1で
あるが，ここへ (6.2)を用いれば
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c,=切+w, (9.2) 
が成立する。 C1の中には修繕費Blは含まれていない。それは経費の一部として H
の中に含まれている。
次に経費 Hの内容を見よう。それは固定設備の減価償却費 DK,修繕費 B'およびそ
の他の経費に分けられる。ここでは
H=DK+B' (9.3) 
として，その他の経費を無視する。ところで，(6.2)より
UK+ WK=GEK0+G1K0-GK 
であるが，右辺は固定設備の減価そのものであるから DKに等しい。すなわち
DK=UK+ WK (9.4) 
である。
以上の (9.1)~(9.4)より
C=U汁 uK+w,+w叶 B'+F
=U,+U. サ乃+V丘 BQ'+F
=Z,+ZK+BQ'+F 
とまとめることができる。
10. 当期売上総利益
半製品のない場合に当期の売上総利益 Pは
P=A-C+(GQ-GEQO) 
によって求められるが（宮本〔2〕p. 13), (8. 5)によりこの式は
(9.5) 
P=X-C-Z, 叶B Q'. (10.1) 
と書きかえられる。ここへ (9,5)を代入すれば，結局
P=X-Z-F; Z=Zけな+zQ (10.2) 
がえられる。
ここに至り， 3節に於て求められた P とP との比較が可能となった。 (6.2)によっ
て Y"=X-F-(U+W)となるが， (6.1)および (8.4)を用いてさらに変形すれば，
Y"=X-F-Z+B' (10. 3) 
がえられる。したがって Y"=P+B'である。
ところで上式は
Y"+ V=X-(F+U*) 
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と変形することができる。 F+U*はケインズの primecost, Xは生産額（同時にケイ
ンズに於ては販売額）であるから， P+Vが彼の定義による「企業所得」（〔1〕p. 53) 
であり， P は企業の「純所得」である。この純所得は会計上の売上総利益よりも B'だ
け大きい， というのが本節の結論である。
11. 使用費用ー要約一
我々の分析枠組の下で使用費用は (5.2)で表わされた。 しかるに UQ=Oであったか
ら，切+UK=Upとおけば U=Upである。すなわち
U=GEP'+Grp-Gp (11.1) 
である。添字 Pは，それがつけられた変数が生産財(],K)に関するものであることを
示す。たとえば Gp=G1+GKである。
ここに次の仮定
Brs=O, Vrs=O (S=J, K) (11. 2) 
を加えれば， Grs'=Grs0(S=J, K)が成立するから， (11.1)は ． 
,U=GEP1ー (Gp-Grp0). . (11.3) 
に変えられる。 ここに G0rpは他企業からの製品購入額．すなわちケインズのAi,に当
る。これに対応して
U*=GEp'-BE'ー (Gp-Grp0) (11.4) 
がえられる。これは (7.2)に UQ=Oおよび BrQ'=Oの条件を加えたものである。
12. U<Oのケース
ケインズは U*<Oとなる場合についても述べているが， 我々の Uに関しては説明は
比較的容易である。
まず，生産財 (J,K) に関しては 5 節における概念規定から GR'~GR (R=E, [)は
明らかであるから Us~O と結論しうる (S=J, K)。
UQ=O であることはすでに述べた。したがって u~o と結論しうる。他方 U*=U­
B'であったから U*<oはありぅる。
13. おわりに
我々は，使用費用の概念を確定するに当っては忠実にケインズの考え方に従った。それ
によれば (5.2)こそが一般的な定式であろう。 しかし，追加的な仮定の如何によっては
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より具体的な形に変えうる。
その際，一例として (11.3)が示された。 ところが， (11.3)を導くに当ってはその考
え方に1つあいまいな点が残されている。すなわち，修繕費 B'は他企業の製品の購入額
（ケインズの A1)に含まれるのかどうか，の問題である。このケインズの A1の解釈に
関しては日本語文献で見ても一様ではない。本論においては G1り+G1゜K をケインズ
のA1と見なしたが，ケインズ解釈とは別に，ここでもう 1つの考え方を示す。
修繕費といえどもその内容はやはり他企業からの部品の購入， ということになるのでは
ないか。もしそうであるなら
A*=G01p+B1 
をもって「他企業からの製品購入額」と考えることができる。上式と (11,3)より
U=GE'-BE'ー (G-A*)
がえられ (B'=BE'),UQ=Dを無視すればこれもまたケインズの定式と全く同じもので
はある。しかしこの場合にも， (5.2)から出発している以上， u:;:oであることに変りは
ない。
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